












23.10.20                                      

条例改正等について（３月定例会予定議案） 

関西広域連合本部事務局 

平 成 25 年 １ 月 24 日 

１．条例改正の件 
 
（１）関西広域連合議会の議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例 

  議員報酬について、年額から日額への見直しを行う。 
 
  議 員 現行：年額２４，０００円 → 変更後：日額 ８，０００円 
 
    議 長    年額３６，０００円  →      日額１２，０００円 

    副議長    年額３０，０００円  →      日額１０，０００円 
 
   ※ 本会議の日については、上記の額に 100 分の 50 に相当する額を加算する。 

 

（２）関西広域連合職員定数条例 

  平成 25 年度からの資格試験・免許事務の実施に向け、組織体制の整備のため、 

 所要の改正を行う。 
  

区  分 
現  行 改 正 後 

定数 
 

新規 摘  要 
実員 

① 広域連合長の事務部局 20 19 

 

 

② 議会の事務部局 ５ ３ 

③ 選挙管理委員会の事務部局 (２) － 

④ 監査委員の事務部局 (２) － 

⑤ 資格試験・免許事務に従事する職員 － － ５ スタート時点の体制 

⑥ 特定の課題に従事する職員（国出先ＰＴ） 10 ７   

 

（３）関西広域連合附属機関設置条例 

  資格試験委員の附属機関としての設置根拠規定を整備する。 
 

現行 (５機関) 追加 (３機関) 

連合協議会 准看護師試験委員 

情報公開審査会 調理師試験委員 

個人情報保護審議会 製菓衛生師試験委員 

非常勤職員災害補償認定委員会  

非常勤職員災害補償審査会 

 

（４）関西広域連合手数料条例 

  資格試験・免許事務に係る手数料の規定を整備。 

  （現行２府４県の最低単価を採用することで、全国最低水準とする） 
 

区  分 ①免許(新規) ②試験(出願) 

准看護師に関する手数料（案） ５，３００円 ６，９００円 

調理師に関する手数料（案） ５，６００円 ６，１００円 

製菓衛生師に関する手数料（案） ５，６００円 ９，４００円 

 

 

資料３－３ 

※上記以外に、③免許書換え、④再交付、⑤その他手数料もあわせて規定 
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２．公平委員会に係る事務委託の件 
 
 関西広域連合の公平委員会の事務については構成団体へ委託しており、今回、関 

係団体と協議（大阪府とは委託の、京都府とは委託廃止の協議）をすることについ 

て、議決を求めるもの。 

 

  H23～  H25～（案）  H27～（予定） 

公平委員会（自治法委託） 京都府 大阪府 和歌山県 

 
  （参考）選挙管理委員会委員の委嘱については、滋賀県、京都府、大阪府の順 



23.10.20

資格試験・免許事務に係る手数料（案） 

区  分 准看護師 調理師 製菓衛生師 

① 免許手数料 ５，３００円 ５，６００円 ５，６００円

② 試験手数料 ６，９００円 ６，１００円 ９，４００円

③ 免許証書換え交付手数料 ３，４００円 ３，２００円 ２，８００円

④ 免許証再交付手数料 ４，１００円 ３，６００円 ３，５００円

⑤ その他 

再

教

育

研

修

関

係

再教育研修手数料（第１号） ３７，０００円

再教育研修手数料（第２号） ７６，０００円

再教育研修修了登録申請 

手数料 

４，１００円

再教育研修修了登録証 

書換え交付手数料 

３，４００円

再教育研修修了登録証 

再交付手数料 

４，１００円

各

種

証

明

試験合格証明書交付 

手数料 

３，０００円 － －

その他上記に定めのない 

証明書の交付手数料 

４００円 ４００円 ４００円

参考 
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関西広域連合議会の議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例（平成23年条例第７号）新旧対照表  

（傍線部分は改正部分） 

改  正  後 現     行 

（議員報酬の額） （議員報酬の額） 

第２条 議員報酬の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額

（定例会及び臨時会に出席する場合にあっては、当該各号に定める額にその

 100の50に相当する額を加算した額）とする。 

第２条 議員報酬の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額

とする。 

(１) 議長 日額12,000円 (１) 議長 年額36,000円

(２) 副議長 日額10,000円 (２) 副議長 年額30,000円

(３) 議員（議長及び副議長を除く。） 日額8,000円 (３) 議員（議長及び副議長を除く。） 年額24,000円

（議員報酬の支給） （議員報酬の支給） 

第３条 議員報酬は、公務のため出務した日数に応じて支給する。 第３条 議員報酬は、その年度分を年度末月に支給する。ただし、年度の中途

においてその職を離れた者に対する議員報酬は、その都度支給する。

２ 削除 ２ 新たに議員になった者にはその月から報酬を支給し、議員が議長若しくは

副議長に就任し、又は議長若しくは副議長を退任したことにより議員報酬の

額に異動を生じた場合には、その月から新たな職に対する報酬を支給する。

３ 削除 ３ 議員が任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会解散によりその職でな

くなったときは、その報酬の額は、その在職月数を基礎として月割により計

算した額とする。

４ 削除 ４ 任期満了、辞職、失職、除名又は議会解散した月において再び同一の職に

選挙された場合には、前項の規定にかかわらず、議員報酬を重複して支給し

ない。

附 則（平成25年３月 日条例第 号） 

この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

-
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関西広域連合職員定数条例（平成 22 年関西広域連合条例第４号） 新旧対照表 

                                                                                                                                                                                （傍線部分は改正部分）

改  正  後 現     行 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 292 条において準用する同法第

138 条第６項、第 172 条第３項、第 191 条第２項及び第 200 条第６項の規定に基づき、関西

広域連合の広域連合長、議会、選挙管理委員会及び監査委員の事務部局に常時勤務する一般

職の職員（国又は他の地方公共団体から派遣された職員を含み、臨時的に任用された者を除

く。以下「職員」という。）の定数に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定数） 

第２条 職員の定数は、次の各号に掲げる事務部局の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

人数とする。 

 (1) 広域連合長の事務部局の職員 20 人 

 (2) 議会の事務部局の職員５人

 (3) 選挙管理委員会の事務部局の職員２人 

 (4) 監査委員の事務部局の職員２人 

２ 前項に定めるほか、次の各号に掲げる職員の定数を、それぞれ当該各号に定める人数とす

る。

(1) 資格試験・免許事務（関西広域連合規約（平成 22 年総行市第 250 号）第４条第１項第

７号に掲げる事務をいう。）に従事する職員５人 

(2) 特定の課題に従事する職員 10 人 

３ 第１項第２号から第４号までに規定する職員は、広域連合長の事務部局の職員をもって充

てることができる。 

 （定数外職員） 

第３条 休職、育児休業等により長期にわたり職務に従事しない職員は、前条第１項に定める

定数の外に置くことができる。 

 （定数の配分） 

第４条 第２条第１項に規定する職員の定数の当該事務部局内の配分は、それぞれ任命権者の

定めるところによる。 

附 則（平成 25 年３月 日条例第 号） 

この条例は、平成 25 年４月１日から施行する。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 292 条において準用する同法第

138 条第６項、第 172 条第３項、第 191 条第２項及び第 200 条第６項の規定に基づき、関西

広域連合の広域連合長、議会、選挙管理委員会及び監査委員の事務部局に常時勤務する一般

職の職員（国又は他の地方公共団体から派遣された職員を含み、臨時的に任用された者を除

く。以下「職員」という。）の定数に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定数） 

第２条 職員の定数は、次の各号に掲げる事務部局の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

人数とする。 

 (1) 広域連合長の事務部局の職員 20 人 

 (2) 議会の事務部局の職員５人 

 (3) 選挙管理委員会の事務部局の職員２人 

 (4) 監査委員の事務部局の職員２人 

２ 前項に定めるほか、特定の課題に従事する職員の定数を、10 人とする。

３ 第１項第２号から第４号までに規定する職員は、広域連合長の事務部局の職員をもって充

てることができる。 

 （定数外職員） 

第３条 休職、育児休業等により長期にわたり職務に従事しない職員は、前条第１項に定める

定数の外に置くことができる。 

 （定数の配分） 

第４条 第２条第１項に規定する職員の定数の当該事務部局内の配分は、それぞれ任命権者の

定めるところによる。 
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関西広域連合附属機関設置条例（平成 23 年関西広域連合条例第３号）新旧対照表 

                                                                                                                                                                                （傍線部分は改正部分）

改  正  後 現     行 

 （設置） 

第１条 法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めのあるもののほか、関西広域連合

が設置する附属機関は、次のとおりとする。

名称 担任する事務

関西広域連合協議

会

関西広域連合規約（平成 22 年総行市第 250 号）第 16 号に規定す

る事項についての調査審議に関する事務 

関西広域連合情報

公開審査会

関西広域連合情報公開条例（平成 23 年関西広域連合条例第４号）

第 20 条に規定する不服申立てについての調査審議に関する事務 

関西広域連合個人

情報保護審議会

関西広域連合個人情報保護条例（平成23年関西広域連合条例第５ 

号）第７条第３項第６号、第７条第５項ただし書、第８条第１項

第８号、第８条第３項、第41条第２項、第42条及び第58条第１項

に規定する事項についての調査審議に関する事務 

関西広域連合非常

勤職員災害補償認

定委員会

関西広域連合議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例（平成 22 年関西広域連合条例第９号）第３条第３項の

規定による認定に係る意見に関する事務 

関西広域連合非常

勤職員災害補償審

査会

関西広域連合議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例（平成 22 年関西広域連合条例第９号）第 17 条第２項

の規定による不服申立ての審査等に関する事務 

関西広域連合准看

護師試験委員

保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律第 203 号）第 15 条第２項

の規定による処分に係る意見及び同法第 25 条第１項の規定によ

る准看護師試験の実施に関する事務 

関西広域連合調理

師試験委員

調理師法（昭和 33 年法律第 147 号）第３条の２第１項の規定によ

る調理師試験の実施に関する事務 

関西広域連合製菓

衛生師試験委員

製菓衛生師法（昭和 41 年法律第 115 号）第４条第１項の規定によ

る製菓衛生師試験の実施に関する事務 

 （委任） 

第２条 前条の表に掲げる附属機関の組織その他必要な事項は、規則で別に定める。 

附 則（平成 25 年３月 日条例第 号） 

この条例は、平成 25 年４月１日から施行する。 

 （設置） 

第１条 法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めのあるもののほか、関西広域連合

が設置する附属機関は、次のとおりとする。

名称 担任する事務

関西広域連合協議

会

関西広域連合規約（平成 22 年総行市第 250 号）第 16 号に規定す

る事項についての調査審議に関する事務 

関西広域連合情報

公開審査会

関西広域連合情報公開条例（平成 23 年関西広域連合条例第４号）

第 20 条に規定する不服申立てについての調査審議に関する事務 

関西広域連合個人

情報保護審議会

関西広域連合個人情報保護条例（平成23年関西広域連合条例第５ 

号）第７条第３項第６号、第７条第５項ただし書、第８条第１項

第８号、第８条第３項、第41条第２項、第42条及び第58条第１項

に規定する事項についての調査審議に関する事務 

関西広域連合非常

勤職員災害補償認

定委員会

関西広域連合議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例（平成 22 年関西広域連合条例第９号）第３条第３項の

規定による認定に係る意見に関する事務 

関西広域連合非常

勤職員災害補償審

査会

関西広域連合議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例（平成 22 年関西広域連合条例第９号）第 17 条第２項

の規定による不服申立ての審査等に関する事務 

（新規）

（新規）

（新規）

 （委任） 

第２条 前条の表に掲げる附属機関の組織その他必要な事項は、規則で別に定める。 

-
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関西広域連合手数料条例（平成 24 年関西広域連合条例第２号）新旧対照表
                                                                                                                                                                                （傍線部分は改正部分）

改  正  後 現     行 

 （趣旨）  

第１条 この条例は、他の条例に定めるもののほか、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

 第 292 条において準用する同法第 228 条第１項の規定に基づき、関西広域連合の事務に係

 る手数料の徴収に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （手数料の徴収） 

第２条 関西広域連合は、地方自治法第 227 条の規定により、特定の者のためにする事務に 

 つき、別表 に定める手数料を徴収する。 

（削除）

 （納付の方法） 

第３条 手数料は、前納しなければならない。 

 （還付）  

第４条 既納の手数料は、還付しない。ただし、広域連合長が特別の理由があると認めると

 きは、その全部又は一部を還付することができる。 

 （委任）  

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、広域連合長が別に定める。 

附 則（平成 25 年 月 日条例第 号 

この条例は、平成 25 年４月１日から施行し、この条例の施行の日以後受理する申請から適

用する。

別表（第２条関係） ※別紙参照 

 （趣旨）  

第１条 この条例は、他の条例に定めるもののほか、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

 第 292 条において準用する同法第 228 条第１項の規定に基づき、関西広域連合の事務に係

 る手数料の徴収に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （手数料の徴収） 

第２条 関西広域連合は、地方自治法第 227 条の規定により、特定の者のためにする事務に 

 つき、次の表に定める手数料を徴収する。 

名称 事務の区分 金額

 (1) 通訳案内士登録
申請手数料

通訳案内士法（昭和 24年法律第 210号）第
20条第１項の規定に基づく通訳案内士登録の
申請に対する審査

5,000円

 (2) 通訳案内士登録
 証訂正申請手数料

通訳案内士法第 23 条第２項の規定に基づく
通訳案内士登録証の訂正の申請に対する審査

4,000円

 (3) 通訳案内士登録
 証再交付申請手数

 料

通訳案内士法第 24 条の規定に基づく通訳案
内士登録証の再交付の申請に対する審査

4,000円

 （納付の方法） 

第３条 手数料は、前納しなければならない。 

 （還付）  

第４条 既納の手数料は、還付しない。ただし、広域連合長が特別の理由があると認めると

 きは、その全部又は一部を還付することができる。 

 （委任）  

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、広域連合長が別に定める。 

（追加） 

-
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別表（第２条関係）

名称 事務の区分 金額

通 (1) 通訳案内士登 通訳案内士法（昭和24年法律第210号）第 5,000円

訳 録申請手数料 20条第１項の規定に基づく通訳案内士の

案 登録の申請に対する審査

内

士 (2) 通訳案内士登 通訳案内士法第23条第２項の規定に基づ 4,000円

法 録証訂正手数料 く通訳案内士登録証の訂正

関

係 (3) 通訳案内士登 通訳案内士法第24条の規定に基づく通訳 4,000円

録証再交付手数 案内士登録証の再交付

料

保 (1) 准看護師免許 保健師助産師看護師法（昭和23年法律第 5,300円

健 手数料 203号。以下この部において「法」という。）

師 第８条の規定に基づく准看護師の免許

助

産 (2) 准看護師再教 法第15条の２ 法第14条第２項第１号に 37,000円

師 育研修手数料 第２項の規定 掲げる処分を受けた准看

看 に基づく准看 護師に対する准看護師再

護 護師再教育研 教育研修

師 修の実施

法 法第14条第２項第２号に 76,000円

関 掲げる処分を受けた准看

係 護師又は同条第３項の規

定により准看護師に係る

再免許を受けようとする

者に対する准看護師再教

育研修

(3) 准看護師再教 法第15条の２第４項の規定に基づく准看 4,100円

育研修修了登録 護師再教育研修を修了した旨の准看護師

申請手数料 籍への登録の申請に対する審査

(4) 准看護師再教 法第15条の２第５項及び第16条の規定に 3,400円

育研修修了登録 基づく准看護師に係る再教育研修修了登

証書換え交付手 録証の書換え交付

数料

(5) 准看護師再教 法第15条の２第５項及び第16条の規定に 4,100円

育研修修了登録 基づく准看護師に係る再教育研修修了登

証再交付手数料 録証の再交付

(6) 准看護師試験 法第18条の規定に基づく准看護師試験の 6,900円

手数料 実施

-6-



(7) 准看護師試験 法第18条及び第28条の規定に基づく准看 3,000円

合格証明書交付 護師試験合格証明書の交付

手数料

(8) 准看護師免許 保健師助産師看護師法施行令（昭和28年 3,400円

証書換え交付手 政令第386号。以下この部において「政令」

数料 という。）第６条第２項の規定に基づく准

看護師免許証の書換え交付

(9) 准看護師免許 政令第７条第２項の規定に基づく准看護 4,100円

証再交付手数料 師免許証の再交付

調 (1) 調理師免許手 調理師法（昭和33年法律第147号。以下こ 5,600円

理 数料 の部において「法」という。）第３条第１

師 項の規定に基づく調理師の免許

法

関 (2) 調理師試験手 法第３条の２第１項の規定に基づく調理 6,100円

係 数料 師試験の実施

(3) 調理師免許証 調理師法施行令（昭和33年政令第303号。 3,200円

書換え交付手数 以下この部において「政令」という。）第

料 13条第１項の規定に基づく調理師免許証

の書換え交付

(4) 調理師免許証 政令第14条第１項の規定に基づく調理師 3,600円

再交付手数料 免許証の再交付

製 (1) 製菓衛生師免 製菓衛生師法（昭和41年法律第115号。以 5,600円

菓 許手数料 下この部において「法」という。）第３条

衛 の規定に基づく製菓衛生師の免許

生

師 (2) 製菓衛生師試 法第４条第１項の規定に基づく製菓衛生 9,400円

法 験手数料 師試験の実施

関

係 (3) 製菓衛生師免 製菓衛生師法施行令（昭和41年政令第387 2,800円

許証書換え交付 号。以下この部において「政令」という。）

手数料 第５条第１項の規定に基づく製菓衛生師

免許証の書換え交付

(4) 製菓衛生師免 政令第６条第１項の規定に基づく製菓衛 3,500円

許証再交付手数 生師免許証の再交付

料

申請に対し行う各種の証明事務のうち、この表の他の部に定めのないものに係

る証明書の交付については、１通につき400円とする。
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※ 大阪府議会においても

関西広域連合公平委員会に係る事務委託の件 同様の議決予定

関西広域連合の公平委員会の事務の委託について、次のように規約を定める協議

をすることについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第292条において準用する

同法第252条の14第３項において準用する同法第252条の２第３項の規定により議決

を求める。

平成25年 月 日提出

関西広域連合長 井 戸 敏 三

関西広域連合告示第 号

関西広域連合と大阪府との間の公平委員会に係る事務の委託に関する規約

（委託事務の範囲）

第１条 関西広域連合（以下「甲」という。）は、地方公務員法（昭和25年法律第

261号）第８条第２項に掲げる公平委員会の事務（以下「委託事務」という。）を

同法第７条第４項の規定により大阪府（以下「乙」という。）に委託する。

（管理及び執行の方法）

第２条 委託事務の管理及び執行の方法については、乙の条例、規則その他の規程

の定めるところによるものとする

（経費の負担）

第３条 委託事務の管理及び執行に要する経費は、甲が負担し、これに相当する金

額を乙に交付するものとする。

２ 前項の経費の額及び交付の時期は、甲と乙が協議して定める。この場合におい

て、乙は、委託事務に要する経費の見積りに関する書類を甲に送付しなければな

らない。

（補則）

第４条 この規約に定めるもののほか、この規約の施行に関し必要な事項は、甲と

乙が協議して定めるものとする。

附 則

この規約は、平成25年４月１日から施行する。

※ 京都府議会においても

関西広域連合公平委員会に係る事務委託の廃止の件 同様の議決予定

関西広域連合と京都府との間の公平委員会に係る事務委託に関する規約（平成23

年関西広域連合告示第２号）を平成25年３月31日をもって廃止することについて、

地方自治法（昭和22年法律第67号）第292条において準用する同法第252条の14第３

項において準用する同法第252条の２第３項の規定により議決を求める。

平成25年 月 日提出

関西広域連合長 井 戸 敏 三
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